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〔原 著〕

環境リスクマネジメントにおける信頼と合意形成

一千歳川放水路計画についての札幌市で、の質問紙調査 1) 2) 

中谷内 也 大沼 進

帝塚山大学 富士常葉大学

要 約

本研究の目的は，千歳)11放水路計画を取りあげ，人々が環境リ λクマネジメントの政策決定においてどの

ような合意形成のあり方を望むのかを検討することである。 札幌市民から無作為抽出した成人 324名を対象

に質問紙調査を行った。調査結果から以下のことが明らかにされた.(1)近傍一般市民の環境アセスメント

への広義の信績を改善するためには，事業者の不誠実な行為へのモニタロング機能を整備することが有効で

ある。意図への期待が損なわれているときに，専門的能力の高さをアピーノレしでも効果はない。 (2)近傍一

般市民が好意的に受け取る紛争解決方法はかなり強い当事者主義であり，決定プロセスのどの局面において

も利害関係者の意見を入れることを望む.これらの結果からもたらされるリ只タマヰジメント実務への示唆

を検討した上で，さらに，理論的な問題を議論した。

キーワード環境リスク，合意形成，信頼. リスクマヰジメント， 公共事業

問 題

本研究の目的は，千歳川放水路計画をとりあげ，環境

リスク 7 ネジメントにおける 『信頼Jと 『紛争解決方法

の選好Jについての問題を， 近傍般市民を対象とした

社会調査を通じて検討することである.

物として発生するという構図がある。典型例としては，水

道水による伝染病を抑えるために塩素消毒を行うことが

トリハロメタンやクロロホノレムといった発ガン性物質を

生成してしまうことや，簡便な空間移動を可能にする自

動車利用が大気汚染を導き，発ガン物質パンゼンをはじ

めとする有害物質への曝露をもたらしていることなどが

あげられる。しかし，飲料水中のトリハロメタンや大気

中のベンゼンを摂取した人が必ず発ガンするというわけ

ではない.あくまでp その可能性がもたらされるという

ことである.そこで，その危険性のあり方を表現するた

めに用いられるのが ~À ク概念である。リスクとは望ま

しくないできごe. (ここでは発ガン)の，その「望まし

まず，ここでいう環境リスク問題について述べておく。

一般に環境問題というのは，大気や土壊，飲料水a 食物

などわれわれを取り巻く環境の質が悪化し，公衆の生命

や健康，財産への悪影響が懸念される問題である。そし

て，このような問題は人間が自然を制御したり，便益を

求めたりする際に科学技術を利用することで，その高11産

1) :面談や資料提供に応じていただいた北海道大学大学院小野有五氏，北海道開発局前川計画課(当時)阿部修也

氏，北海道総合企画部村上国夫氏，西川博志氏，北海道環境サポートセンター久保田学氏に感謝いたします。

また，調査の実施にあたって北星学園大学柴田利男氏にご協力を仰ぎ，結果の解釈について京都大学渡部幹氏

にご助言をいただきました。感謝の意を表します.本研究は静剤県立大学学長特別研究(特別推進研究)の補

助を受けて実施されました.

2) 本研究で行った社会飼査のデータはl 主に本稿と重複しない部分を使って社会心理学研究に印刷中であり，事

例としての質的分析については日本リスク研究学会総に掲載されている(中谷内 ・大沼， 2002)。
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くなさの程度」 と 「それ が生 じる確率」の2つ の要素に

よっ て構成 され る(Kaplan&Garrick,1981;Lowrance,

1976;盛 岡,2000)。 したがって,広 い意味でのリスクマ

ネジメン トとはその2つ の要素をコン トロール してでき

るだけ低減 させ ようとする営みであ り,さ らには,そ れ

らに関連する情報や意見をや りとりす るリスクコミュニ

ケーションも広義の リスクマネジメン トには含 まれ るこ

とになる。千歳川放水路計画の詳細な内容については後

に示すが,基 本的な構図 としては,洪 水 とい う自然災害

を抑 えるための科学技術の利用,す なわち,大 規模な放

水路建設 とい う土木技術の採用が沿岸漁業海域の汚染や

湖 ・河川の自然破壊の危険性 をもた らす とい うかたちに

なっている。ただ し,確 実に漁業が壊滅す るとか,自 然

環境が破壊 され ると予測できるわけではなく,あ くまで

放水 路計画 にはそ うい うリスクが伴 うとい うことであ

る。このように,千 歳川放水路計画をめぐる紛争は環境

リスクマネジメン トの問題 として位置づけられるのであ

る。

リスクマネジメン トへの信頼=広 義の環境 リスクマ

ネジメン トは大きく2つ の領域に分けられ る。一つは リ

スクを同定(riskidentification)し た上で,そ の大きさや

対応 策 の効果 を評 価す る リス クア セス メ ン ト(risk

assessment),さ らには リスクに対す る具体的対策の実施

である狭義の リスクマネジメン ト(riskmanagement)な

どであり,こ れ らは主に工学や 自然科学の研究領域 とっ

ながっている。 もう一方が,リ スクについての情報や意

見を関係者間で交i喚す る相互作用過程 としてのリスクコ

ミュニケーション(Nationa1ResearchCounci1,1989)や 関

係者間の利害や意向を調整 して リスク政策を策定 ・実施

するための合意形成の領域であ り,こ れ らは主に社会科

学者がかかわる問題である。そ して,近 年,こ のリスク

コミュニケーシ ョンが期待 したよ うには円滑に進 まず,

合意形成も困難なケースが多く報告 されるよ うになって

きた。その理由としてあげ られているのが 「信頼の欠如」

であ る(Cvetkovich&Lofstedt,1999;Fischhoff,1995;

FIYnn,Burns,Merts,&Slovic,1992;Slovic,1993)。 我が国

の大規模公共事業においても,反 対派からは計画の基礎

となる各種アセスメン トに対す る信頼性に疑義が寄せ ら

れ,そ れが推進派と反対派の対話の進展を阻害すること

が しば しばあ る(千 歳川 放水路 に反 対す る市民 の会,

1995;川 辺,2000;小 野,1997;財 問,1997,1998)。 こ

の環箋 リスクマネジメン トにおける信頼の欠如 につい

て,リ スクコミュニケーションの推移 を3つ の段階に分

けたLeiss(1996 .)に沿って整理 してみよう。彼によると,

科学技術の利用に関 して専門家 と公衆 との乖離が大きく

なってきた1970年 代半ばか ら80年 代半ばまでが リスク

コミュニケーシ ョンの第1段 階であった。 この時期,行

政や事業者な ど専門家サイ ドは リスクを定量的 に把握

し,そ れ を基準以下に保 ちさえすればそれで問題はない

とい う姿勢を示 し,公 衆とのコミュニケーションを軽視

した。その結果,"傲 慢な技術専門家"と い うイメージが

形成され,公 衆の懸念が十分に配慮 されているか どうか

に関 して深 い不信感 を生み 出す こ とになった とい う。

1980年 代半ばからの次の約10年 間が第2段 階であり,こ

の時期,専 門家側はコミュニケーションを重視するよう

になった。 しか し,そ れはあ くまで説得的コミュニケー

ションとしてのとらえかたであった。すなわち,公 衆が

専門家によるリスクアセスメン トを是認 し,そ れ にもと

つ くリスクマネジメン トに肯定的な態度を持つよ う誘導

しよ うとの試みがなされたのである。 しかし,先 に形成

されて しまった不信感 により,メ ッセージは送 り手の意

図どお りには伝達されず,期 待 されたよ うな効果は得 ら

れなかった。単に説得テクニックを弄 しただけでは信頼

は獲得できなかったのである。1990年 代半ばか ら今 日ま

でが第3段 階である。信頼は緩やかに しか蓄積 されない

とい う前提のもと,継 続的に責任をもって リスクコミュ

ニケーシ ョンにコミッ トし続 けることで,専 門家は公衆

の信頼 を得 よ うと志向す るようにな りつつ ある とい う。

ここでは継続的に責任を負 うことが強調 されている。同

様の分類はFischhoff(1995)も 行ってお り,彼 は人間の

発達殺階になぞ らえて,リ スクコミュニケーションの推

移を7段 階 に分類 してい る。大 きな流れ としてはLeiss

(1996)と ほぼ同様であ り,1970年 代に専門家が公衆 との

コミュニケーションを軽視 したことから不信感が生み出

され,そ の後の説得的なコミュニケー ションも不信感ゆ

えに合意形成には寄与せず,今 日では専門家側が一般市

民を正式のパー トナー として認め,共 に リスクを管理 し

ていこうとい う姿勢に至ったと論 じている。このように,

リスクマネジメン トにおける信頼問題に対応す るための

方法が従来 と今 日とでは大きく異なっているとい うのが

これ ら段階モデルの中心的主張である。そ して,そ れぞ

れ の流れか ら分かるよ うに,専 門家 による責任 あるコ

ミュニケーシ ョンやパー トナーシップといった動向は,

専門家 と公衆が互いに信頼 しあって環境 リスクに対処 し

ていこうとい うのではな く,む しろ,相 互不信の中で リ

スクマネジメン トを進 めるための監視システムと解釈 さ

れるのである(中 谷内,2002)。 具体的な事例 としては,

有害ガスの漏洩な ど再三の事故 により住民か ら閉鎖要求

を突きっけられてきた化学工場(米SybronChemicals社)

が,徹 底 的な操業モニタリングとその情報開示,監 視役
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として住民を巻き込むことなどで地域 との関係を改善 し

た というChess,Saville,Tamuz,&Greenberg(1992)の 報

告や,ダ イオキシン排出の リスクコミュニケーシ ョンに

取 り組 んだカナダDowChemicals社 が,外 部機関に委託

しての自発的な リスク調査やそのオリジナルデ}タ の公

開,調 査結果の住民向け説明会な どによって一定の成果

を収めたとするLe三ss(1996)の 報告などがある。これら

はいずれ も事業者 が自らの内部情報を市民にさらし,被

害を与えるようなことがあった場合の責任の所在を明確

にす るとい うかたちでパー トナーシップを取 り結んでい

る。

では,こ ういった今 日までの リスクマネジメン トの推

移は社会心理学の信頼のモデルにあてはめると,ど のよ

うに解釈できるだろ うか。1970年 代半ばまでのリスクコ

ミュニケーションが問題 となる以前は,非 営利機関であ

る行政が専門家 による調査結果に基づいて リスクマネジ

メン トを進めることに対 して信頼が置かれていた。これ

は情報の送 り手の信愚性が 「専門性」と 「信頼性」によっ

て形成 されるというイェールコミュニケーシ ョン研究プ

ログラム(HovlandJanis,&Kelley,1953)以 来の古典的な

モデルに沿った対応であ り,信 頼が能カへの期待 と意図

への期待 とで構成 されるとい う一般的モデルにより解釈

することができる(Barber,1983;Yamagishi&Yamagishi,

1994)。 すなわち,当 該環境 リスク問題 に専門知識 と能力

を持 ち,自 らは利害を持たない行政 としての立場から公

正に リスク政策を打ち出せば,公 衆はそれに信頼を置い

て賛意を示す とい う構図である。 ところが,そ のよ うな

方法では合意が得 られないようになり,ま た,説 得型の

リスクコミュニケー シ ョンも信頼欠如ゆえに効果がな

く,そ のためパー トナーシップが強調 されるようになっ

たとい う今 目の状況は,行 政の専門能力への期待 と意図

への期待以外の要素によって信頼問題 に対処せ ざるを得

なくなったことを示 している。それは,山 岸(1998)の

分類に従えば,安 心関係の提供による対処と解釈できる。

すなわち,行 政や事業者 としてはパー トナーシップや情

報開示のよ うなかたちで自らの政策決定プロセスや運営

の透明性を高めて自らをさらけ出し,な おかつ説明責任

を負 うことを明示することによって,「 自分たちの首を絞

めるような不正や虚偽行為を行わないだろう」と公衆が

考えることを期待する,と い うものである。以上の議論

をまとめると,今 日のリスクマネジメン トにおいては専

門性や第三者性を強調 して政策やその基礎 となるアセス

メン トへの信頼 を得よ うとして も有効ではない と予想 さ

れる。む しろ,情 報公開によって決定プロセスの透明性

を高め,責 任 の所在を明確に して不正や虚偽には制裁が

下 されることを明 らかにす る方が信頼は高まるだろ う。

このような予測は特定の理論か ら論理的に演繹 されると

い うよりも,今 目までの リスクコミュニケー ションの流

れを抽象化 したモデルか らの予測である。 しか し,そ れ

を社会調査のデータで実証 した とい う報告はこれまでほ

とんどなく,た いていは事例分析か架空のできごとに対

する学生被験者の回答 を分析 したものである(e.g.,SloVic,

1993)。 これに対 して,本 研究では,現 実の環境 リスクマ

ネジメン トをとりあげ,そ の間題 の近傍に居住す る一般

市民を無作為抽 出し,デ ー タ分析を通 じて実証的にアプ

ローチ しようとするものである。近傍一般市民をサ ンプ

ル とすることの意義は次の紛争解決方法の選好 について

論 じる中でも述べる。

紛争解決方法の選好:初 期の手続 き的公正研究の主

要知見としてあげられ るのが,紛 争解決プロセ スへ 当事

者がよ り強 くかかわることのできる当事者主義は,裁 決

者のプロセスコン トロールが強い糾 問主義よ りも公正で

あると評価 され,決 定に対す る満足度も高まるとい うこ

とで ある(Thibout,Walker,LaTour,&Houlden,1974;

Walker,LaTour,Lind,&Thibout,1974)。 一方,近 年のリ

スクマネジメン トの方針 として強調 されるのが 「アセス

メン ト→政策決定→実施」 といった一連 のプロセスの初

期段階か ら利害関係者 を広 く巻 き込んで,事 業を進める

ことの重要性である。slovic(1999)は 従来の,専 門家側

が一方的にアセスメン トと政策決定を して しまい,そ れ

を公衆に告知 し,反 対運動 に対応す るとい うや り方 を
"decide
,announceanddefendstrategy"と 呼び,そ れ よ り

も,初 期プロセスからすべての利害関係者がかかわ りな

がら政策決定を進める方が,参 加型民主主義の思潮 にか

な う と 論 じ そ 、・る.ま た,B,adb。ry,Bran、h,&F。 、ht(1999)

もリスクマネジメン トにおける住民参加では,異 なった

価値観 を持った多様な立場の関係者が直接対話 し,意 見

交換す ることそのものに価値 を置きなが ら合意形成を目

指すべ きと主張 している。 これ らの主張は,技 術官僚主

導の政策運営 とは対照をなし,先 の当事者主義の優位性

を示す公正研究の知見 と整合的である。 わが国での実証

的な研究 としては,福 野 ・大渕(2001)が 公共事業の実

施における紛争解決法の選好を検討 し,行 政主導,住 民

投票,直 接交渉,調 停,裁 判の5つ の方法を比較 したと

ころ,直 接交渉が最 も評価 が高く,行 政主導が最も低い

とい う結果を得ている。以上のことか ら,本 研究で とり

あげる千歳川放水路計画 について も,利 害関係 にある当

事者同士の合意形成が望 まれ,知 事の決裁や第三者 によ

る判断は肯定的な評価 を得ない と予想 される。

ただ し,本 研究でサンプル となるのは深い利害関係に

一189一
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ある当事者ではな く,と いっ・て,ま ったく無関係な人々

でもない,近 傍一般市民である。 この点は本研究の特色

でもあるので,そ の意義 について述べてお ぎたい。吉野

川第十堰建設事業を白紙撤回させ ることとなった住民投

票(2000年1月)に 代表 され るように,行 政や議会の事

業計画が地元住民の反対 によって受 け入れ られない事態

が多 くみ られ るよ うになってきた。また,改 正された河

川法(1997年6.月)が 環境保全とともに地域住民の意見

反映 を明文化 した り,新 たに制定 され た環境影響評価法

(1997年6月)が 道路やダム建設事業において住民からの

意見聴取の機会 を増やす よう求めた りす るなど,制 度的

にも事業者が住民の声 を反映 させて合意形成を進 めるこ

とが重要になってきてい る。そして,社 会問題 となるよ

うな環境 リスクマネジメン トでは,深 い利害関係にはな

いが,ま ったくの部外者 とい うわけで もない近傍に位置

する一般市民が,最 終段階において しば しばキャスティ

ングボー ドを握 ることになる。利害 関係 が深 いプ レイ

ヤーはその利害の深 さゆえに容易に譲歩することができ

ず膠着状態に陥ることになるのだが,こ の事態を打開す

るために試み られ るのが一般市民の支持の取 りつけであ

り,別 の言い方をすれば世論を味方につ けることだか ら

である。千歳川放水路計画においても,反 対派団体は直

接の事業地域で ない札幌市内で繰 り返 しパネル ディス

カッションを開いて一般市民へのアピールを行 っている

し,推 進側 もそこでパネラー として壇上にあが り,積 極

的に計画の合理性を主張 している(千 歳川放水路に反対

する市民の会,1993,1994,1995)。 また,住 民投票 といっ

た事態になると,量 的にも一般市民の存在 は大きなもの

となる。例 えば,吉 野川第十堰をめぐる住民投票は徳島

市全体をカバー し,直 接の洪水被害 リスクは低い一般市

民の意向が結果 を左右 している。他にも,納 税者 に対す

る説明責任(ア カウンタビリテ ィ)が 強 く求められる今

日では,深 い利害関係にはないが浅 く広 く問題にかかわ

る一般市民たちを無視することはできない。 このような

重要性にもかかわ らず,近 傍一般市民を対象 とし,リ ス

クマネジメン トにおける信頼の問題や紛争解決方法の選

好を扱った実証的アプ ローチはこれまでほとん どなかっ

た。多 くは深い利害関係者の動 きを分析する事例研究か,

問題 にほとんど関係 しないサンプル を用いた質問紙調査

だったといえる。

では,そ ういった近傍一般市民が望む決定方法はどの

ようなものであろ うか。当事者以外の手続 きに対す る選

好を扱 った研究 として,Walkeretal.(1974)が,傍 聴人

として模擬裁判 を観察 していた被験者たちも当事者主義

を支持することを報告 してお り,傍 観者が当事者主義を

選好す ることが確認 されている。当事者 も傍観者 も当事

者主義 を望むのであれば,利 害の点でやや傍観者に近い

ところに位置する近傍一般市民もやは り当事者主義 を望

むと予想 される。Thibou&Walker(1975)も それまでの

手続 ぎ的公正研究をまとめる中で,当 事者主義に対する

選好 は人間の基本的な特徴 として説明 している。 しか し

ながら,千 歳川放水路計画は,後 述するように,15年 以

上の長期間にわたって当事者同士の合意が得 られなかっ

た問題である。そのような経緯 を理解 して,そ れで もな

お当事者主義が望まれ るのか,そ れ とも長期間にわたっ

て決着がつかない場合 は第三者による判断にゆだねるべ

きと考えるのか,そ の点にっいて近傍一般市民の意向を

検討 したい。

千歳川放水路計画とは

付録1に 示 したように,千 歳川放水路計画 とは同河川

流域の洪水被害を防ぐため1982年 に公表された,予 定工

期20年,全 体事業費約4,800億 円とい う大規模な公共事

業計画である。公表直後か ら反対運動が起こ り,そ のま

ま膠着状態が約10年 続いた。反対派の中心は漁業団体や

自然保護団体であった。太平洋沿岸の漁業関係者 は放水

路が利用 された場合のホタテ貝やホッキ貝の被害を懸念

していた。また,ウ トナイ湖ネイチャーセンターなど,い

くつかの環境保護団体も湖 の水源である美々川の保水に

問題が生 じるとし,加 えて,計 画の決定手続 きのあり方

にも異議 を呈 して反対 していた。 さらに,放 水路予定地

にかかる苫小牧市も農作物への悪影響や地域分断を理由

に反対を表明 していた。 これに対 して,推 進派は計画 ・

実施機 関である北海道開発局,お よび,洪 水被害を受け

ている千歳川流域の農業関係団体,自 治体などであ り,リ

スクに対処するため早期着工を望んでいた。 この膠着状

態を打開するため,北 海道知事が北海道開発局長宛に 「要

望書」を提出したのが1992年6月 である。先の諸 グルー

プの意見を示 した上で,1.美 々川の自然環境保全,2.当

面の洪水対策,3.農 業被害の総合的アセスメン ト,4.漁

業環境保全と関係者 の合意,5.苫 小牧東部工業基地開発

計画 との調整,の5点 を求めた。これへの回答 と位置づ

けられるのが,1994年 に開発局より発表された 「千歳川

放水路計画に関す る技術報告書」であった。美々川の保

全についてはルー ト変更 と止水工事の実施,当 面の洪水

対策 としては淡漠船の増強,農 業 ・漁業被害については

ほとん どないと評価され るか,今 後 も継続調査,苫 小牧

東部の開発計画との絡みにっいては引き続 き調査 を進め

る,と い う内容であった。 この頃よ り,反 対派 と推進派

がそれぞれパネ ラー となる公開パネルディスカ ッシ ョン
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が しばしば開かれ るようになった。このような状況の中,

1993年 には釧路でラムサール会議が開催 され,政 府 とし

て湿原保護につ とめるとの声明が発表 された。1997年 に

は環境保護 を明文化 した新 しい河川法が公布 され,さ ら

に同年,長 年の膠着に対 して当時の建設大臣が予算 の凍

結 と半額 の執行保 留を表 明 した。 このよ うなかたちで

徐々に反対派に追い風が吹 く状況 となってきた。1997年

9.月に知事は諮問委員会 「千歳川治水対策検討委員会」を

立ち上げた。1999年,委 員会は放水路計画を止 め,総 合

治水対策を推進すべき とす る提言を知事に答申した。 こ

の答申により放水路計画は事実上撤回された。

具体的な問題

本研究で扱 うトピックスは冒頭で述べた,(1)リ スク

マネジメン トへの信頼,(2)紛 争解決方法についての選

好,の2点 であるが,そ れぞれについて質問紙の概要を

示す。まず,環 境 リスクマネジメン トにおいては政策立

案の基礎 となる リスクアセスメン トに対す る信頼 が低

く,関 係者間の リスクコミ耳ニケーションが円滑に進ま

な くなるケースが多いことを先に述べた。本調査は,で

は,ど のようにすればリスクアセスメン トへの信頼が向

上す るのかを検討す る。 とくに,イ ェール コミュニケー

ション研究流に専門性 と第三者性 を高めて信頼を得よう

とす る方法 と,山 岸(1998)の 安心概念 を構成す る監視

と制裁のシステムによってアセスメン トへの信頼 を提供

す る方法との比較を行 う。具体的には,専 門性,第 三者

性 ともに高いオプシ ョン,専 門性 は高いが第三者性は高

くないオプシ ョン,監 視 と制裁の両方を備 えたオプシ ョ

ン,制 裁は明示 しないが監視はよりオープンになされ る

オプションの4つ を提示 し,そ れぞれへの評価を求める。

紛争解決法の選好については関係者同士の徹底的な話

し合いによって結論を導く当事者中心の方法 と第三者 に

委ねる方法,さ らには,ま ず当事者同士で話 し合い合意

が得 られない揚合に第三者 に決定を委ね る中間型 など,

い くつかの決定方法を比較する。加えて,利 害関係者や

住民の意見を反映させ るのは計画を策定するまででよい

のか,そ れ とも計画が決まった後も意見を求め続けるべ

きなのか とい う点 も検討す る。20年 近 くにわたって膠着

状態か ら抜 けられ なかった とい う事実を提示 した上で,

どこまでの利害関係者の意見反映が望まれ るかを検討す

る。

方 去、、'

対象地域 札幌市 白石区,東 区,北 区,厚 別区の河川

流域を対象地域 とした。理由は以下の通 りである。 白石

区 と東 区は札幌市の中では比較的千歳川 に近い地域で,

石狩川へ合流する豊平川を擁iしている。北区は石狩市に,

厚別区は江別市にそれぞれ隣接 している。 これ らの地域

は放水路計画が撤回 され,千 歳川 と石狩川 との合流地点

の整備 による治水案が採用 された場合に事業個所 と地理

的に近接することにな り,市 内の他の地区よりは比較的

関与度が高い と考 えられる。以上のように調査地域を選

定 し,そ の地域内でサンプルの無作為抽出を行 うとい う

手法を用いた。

対象者および抽出方法 対象者は20歳 以上男女個入 と
く

した。抽出方法は,住 民基本台帳に基づ く無作為(系 統)

抽出とした。白石区,東 区,北 区,厚 別区で各81戸 ずつ,

合計324戸 を抽出 した。

調査方法 事前に質問紙を郵送 し,留 め置 き,訪 問回

収 とい う方法を採った。まず,は がきで調査協力依頼状

を出 し(2001年1月 上旬),拒 否のあった個人は調査対象

から除外 した。その後,調 査票 を郵送にて送付 し(2001

年IA中 旬),約10日 後,調 査員が戸別に訪問 して回収

した(2001年1月27日 ～29日)。

回収状況 抽出 したサンプル324票 の うち住宅地図上

に存在 しない番地が6票,依 頼 はがきを送付後,転 居等

によ り返送 されたものが21票 あった。 これ ら27票 を除

く想定着達数 は297票 となる。 これに対 して有効回収数

は223票 であった(男 性116,女 性105,無 回答2)。 訪問

の前に調査拒否の連絡,あ るいは訪問時に調査拒否また

は不在であった,等 の理由で回収できなかった ものが74

票だった。回収率は75,1%と なる。

質問の内容 ∫

質問紙では,ま ず河川 との接触や公共事業などについ

ての一般的態度を尋ねてから,付 録1に 示すよ うに,千

歳川放水路計画の経緯を概説 した。続いて,放 水路計画

についての質問を行い,(A)最 終決定方法,(B)意 見の

受け入れ時期,(C)決 定に参加すべき関係者,(D)ア セ

スメン トへの信頼,(E)放 水路計画の認知,(F)関 心,

(G)決 定プロセス参加者の専門性 ・公正性評価 を尋ねた。

最後に,性 別,年 齢などの属性項 目について質問 した。

本稿で主に扱 うのは,(A)最 終決定方法,(B)意 見の

受け入れ時期,(D)ア セスメン トへの信頼,で あ り,放

水路計画への回答者のかかわりを示すため(E)放 水路計

画の認知,(F)関 心,の 結果についても示す。

(A)最 終決定方法にっいては,「放水路計画が公表 され

てか ら,推 進派の 『北海道開発局』や 『農業関係者』 と,

反対派の 『漁協』や 『自然保護団体』 とが対立しま した。

このよ うな揚合,あ なたは どのようなや り方で最終的な
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決定をすべき と思いますか」と尋ね,以 下の5つ の文章

に対 して 「反対」か ら 「賛成」までの4件 法で賛否の程

度を尋ねた。(ア)そ もそも,い ろいろな側面を考 えて放

水路計画をつ くったのだか ら,発 表後に意見が対立 しよ

うと最初の計画どお りに実行すべきだ。(イ)推 進派 と反

対派 とが直接話 し合 う公的な場 を設 け,最 終的な合意が

得 られ るまで,そ こで話 し合いを続けさせるべきだ。(ウ)

推進派と反対派に分かれた揚合,直 接の話 し合いは行わ

ず,す ぐに中立の審議組織を設け,そ こに最終的な決定

をゆだねるべきだ。(エ)ま ずは,推 進派 と反対派 とが直

接話 し合 う場を設けるが,そ こで結論が出ない場合には

話 し合いを打ち切 り,中 立の審議組織を設けて,最 終的

な決定をゆだねるべきだ。(オ)意 見が対立 した場合は,

北海道知事が決断を下すべきだ

(B)意 見の受け入れ時期については,「流域の農業関係

者や漁業関係者,住 民,自 然保護団体 などといった,利

害関係 にある組織や人の意見は,ど の時点で とりいれる

べきと思いますか」と尋ね,以 下の4つ の文章に対 して,
ノ

「そ う思 う」か ら 「そ う思わない」までの4件 法で回答を

求めた。(ア)行 政が放水路計画をつくるときにも,計 画

を発表 した後の殺階でも,と りいれる。(イ)行 政が計画

をつ くるときには意見をとりいれるが,計 画を発表 した

後の段階ではとりいれない。(ウ)行 政が計画をっ くると

きには意見をとりいれないが,計 画を発表 した後の段階

で とりいれる。(エ)行 政が計画をつ くる途中も,計 画 を

発表 した後の段階で も,と りいれない。

(D)ア セスメン トへの信頼については,「千歳川放水路

計画 を立てるとき,洪 水防止上の効果や環境への悪影響

な どを科学的に評価 ・予測(ア セスメン ト)す ることが

重要で した。 この評価 ・予測(ア セスメン ト)を す るの

は北海道開発局ですが,開 発局 自身が行 うアセ スメン ト

では,計 画推進に都合のよいデータだけが使われ,信 頼

できないのではないか,と 問題視する意見もあ ります。で

は,次 にあげるや り方をした場合,ア セスメン トはどの

程度,信 頼できますか」 と尋ね,一以下の4つ の文章に対

して,「 信頼できない」から 「信頼できる」までの4件 法

で回答を求めた。〈ア)北 海道開発局のアセスメン ト部局

を,専 門家で構成 し,そ この職員の勤務評定はアセスメ

ン トの科学的水準の高 さだけで評定 され るよ うに して,

放水路計画の推進や凍結 といった社会的問題 とは切 り離

す。(イ)現 場で測量作業な どす る日程を公表 して,誰 で

も自由に見学できるようにし,得 られたデータや計算結

果 も速やかに情報公 開す る。(ウ)反 対派 もメンバー に

入った監視組織 を開発局内に受け入れ,開 発局がデー タ

をごまかすな ど不正をお こなった場合,関 係職員を処分

し,放 水路計画 も即時廃止することを公的に義務づける。

(エ)ア セスメン トは開発局ではなく,千 歳川放水路計画

とは利 害関係 にない外部 の専門機 関か ら選んで行 わせ

る。その専門機関を選ぶ ときにも開発局はタ ッチできな

い ようにする。 さらに,以 下の2つ にも 「そ う思 う」か

ら 「そ う思わない」までの4件 法で回答を求めた。(オ)

今のままで信頼できる。(カ)ど んなや りかたをしようと,

行政のアセスメン トは信頼できない。

(E)放 水路計画の認知については,「あなたは千歳川放

水路計画の ことをご存 じでしたか」に対 して 「まった く

知 らなかった」か ら 「大変よく知っていた」までの4件

法で,(F)関 心については,「 あなたは千歳川放水路計画

にご関心をお持 ちですか」に対 して 「まった く関心がな

い」から 「たいへん関心がある」までの4件 法で回答 を

求めた。

結 果

放水路計画の認知 と関心についての結果をTable1に 示

す。最も多い回答が 「少 し関心がある」「少 し知っていた」

とい うものであった。 「まった く知 らなかった」「まった

く関心がない」は少数であり,大 多数が何 らかのかたち

で放水路計画 を知ってお り関心もあるが,一 方で,「たい

へん関心がある」「たいへんよく知っていた」という対象

者 も少数であった。以上のことか ら,回 答者は本調査が

対象 としたかった 「深い利害関係 にはないが薄 く関心を

持っている近傍一般市民」におおよそあてはまっていた

といえよ う。

どのような措置がアセ スメン トへの信頼をあげるかに

ついての結果をTable2の 上段 に示す。比の差を検定する

ため,「やや信頼できる」と 「信頼できる」の値を合計 し

て信頼率とし,コ クランのQ検 定を行 ったところ,全 体

として有意な効果がみ られた(Q=89,27,df=3,p〈.OOI)。

そ こで,マ クニマーの検定を用いて,ラ イアン法により

多重比較を行った(森 ・吉田,1990,p.195)。 その結果,"

すべての組み合わせに5%水 準で有意 な結果がみ られた。

すなわち,ア セスメン トへの信頼についてはすべての文

章項 目の間に有意 な比率の差が認 められた。表から明ら

かなように,も っとも評価が高かったのが,(イ)情 報公

開を行い誰 もが情報にアクセスできるようにする,と い

うものであ り,「やや信頼できる」と 「信頼できる」をあ

わせ ると8割 以上の回答者 が肯定的な評価をしている。そ

れに次 ぐのが,(ウ)監 視組織 をつけ,不 正のあった場合

に処罰 を与える,と い うものであった。続いて,(エ)利

害関係 にない外部専門機関によるアセスメン トで,最 も

評価の低いのが,(ア)開 発局内で専門組織を立ち上げア
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Table1'

放 水 路計画 の認 知 と関心

まったく あま り

ない ない

たいへん 無回答少 しある

ある

認 知18.4

関 心6.7

24.2

35.4

5L65.4

45.31L7

0,4

0,9

数値は百分率

セスメン トするとい うものであった。

Table2中 殻に示 したのは推進派 と反対派が対立 した場

合,ど のような最終決定方法を望むかについての結果であ

る。先 と同様にコクランのQ検 定を行 ったところ全体で

有意な効果が認められたので(Q=207.4,df=4,p〈.001),

多重比較を行った。その結果,最 も評価の高かった,(イ)

「合意す るまで直接話 し合 う」と2番 目の(エ)「 まず は

直接話 し合い,合 意できないときは中立機 関が決定」の

間 と,逆 に最も評価の低かった(オ)「 北海道知事が決断」

と(ア)「 対立しても最初の計画通 り」の間には差は認 め

られなかったが,そ れ以外の組み合わせ についてはすべ

て5%水 準で有意な賛成率の差がみられた。百分率の値 を

見ても,(イ)「 合意す るまで直接話 し合 う」 と(エ)「 ま

ずは直接話 し合い,合 意できない ときは中立機関が決定」

が最 も肯定的に受 け止 められてお り,そ こから大きな差

を経て,(ウ)「 す ぐに中立組織が決定」が続き,(ア)「 対

立 しても最初の計画通 り」と(オ)「 北海道知事が決断」

の評価が低いことがわかる。後者3っ については 「反対」

と 「やや反対」をあわせた反対率が過半数であった。

どの時点で各種利害関係者の意見をとり入れるべきか

にっいての結果をTable2下 段 に示す。 コクランのQ検

定の結果は有意であり(Q=303.1,df・3,p<.001),多 重

比較では,(ウ)一(イ)間 の差以外はすべて5%水 準で有

意差が認め られた。表の値 を見ても,(ア)「 計画時も発

表後 も入れる」 とい う文章項 目への賛意 が飛び抜けて高

く,大 きく離れて,(ウ)「 発表後のみ入れる」,(イ)「 計

画時のみ入れる」がほぼ並び,(エ)「 計画時も発表後も

入れない」が最 も低い。後 ろの3者 への反対率はいずれ

も4分 の3を 上回っている。以上をまとめる と,利 害関

係者の意見は計画時 も計画発表後もとり入れるべきと考

えられてお り,計 画時,も しくは,発 表後のみ取 り入れ

るべきとい う意見は有意に低 く,そ こか らさらに,ど ち

らの段階でも取 り入れるべ きでない とい う意見はごくわ

ずかで しかないといえる。

なお,ア セスメン トへの信頼性について 「今のままで

信頼できる」 とい う文章に対 して 「そ う思 う」 とい う回

答はわずか3.7%で,「 ややそ う思 う」の23,0%を 加えて

も,今 のまま信頼できるとい う回答者は3割 に も満たな

かった。 「そ う思わない」26.7%と 「ややそ う思わない」

46,5%を あわせると,今 のままでは信頼 できないとい う

回答が73.2%と なり,現 状ではアセスメン トへの信頼は

低いといえる。一方,「 どんなや り方をしようと,行 政の

アセスメン トは信頼で きない」 とい う文章に対 しては,

「そ う思 う」が10.7%,「 ややそ う思 う」が39.5%で,先

の,今 のままでは信頼 できないとす る回答率 よ りは低

かった。 この差は,や り方によってはアセスメン トの信

頼 をあげ られ る余地があることを示唆 しているといえよ

う。

以上は全般的な結果であったが,次 に,属 性変数や事

例への蘭心の強さがアセスメン トへの信頼や最終決定方

法の選好にどのよ うに関連 しているかを検討す る。まず,

性別 を独立変数 として ∫検定を行ったところ,す べての評

価項 目について有意差はなかった(Ps>.10)。 続 いて,年

齢 と利害関係者 の意見の取 り入れ評価 との間で ピアソン

の積率相関係数を求めたところ 「計画時も発表後 も入れ

る」との間でr=一238,「 計画時のみ」との間でr・.203,

「計画時も発表後 も入れない」でr=.270の 有意な相関が

みられた(Ps<.01)。 「発表後のみ」との間には有意な相

関はなかった。 これ らの結果から高齢になるほ ど利害関

係者の意見の取 り入れには否定的であることが示 され

る。年齢 と最終決定方法の選好5項 目との相関について

は 「対立 しても当初計画通 り」においてのみ値の低い有

意な結果が得 られた(r=.169,p<.05)。 また,ア セスメ

ン トへの信頼4項 目との相関についても,有 意な値が見

られたのは 「外部の専門機 関」との間の負の相関のみで

あった(r=一.167,P<.05)。

事例への関心の強さとアセスメン トへの信頼に関して

は2つ の項 目で比較的高い相関がみ られた。それ らは,

「監視組織 と不正時の処罰」(r=.317,p<.01),「 情報公開

と誰でもアクセス」(r=.248,pく.01)で あり,関 心の高

い人ほど監視 と制裁 のシステムによって信頼を高めるこ

とが示唆 された。他の2項 目への相関は有意ではなかっ

た。関心と最終決定方法の選好,意 見の取 り入れ評価項

目群 との間の相関係数はたいへん小さく,系 統的な関係

はみ られなかったが,利 害関係者の意見を 「発表後にの

み入れ る」との問に負の相関がみ られ(r=一.216,p〈.01),

関心が高いほ ど計画を発表 してか らしか関係者の声に耳

をか さないとい う対応には否定的であることが示唆され

た。

最後 に,最 終決定方法の選好 と利害関係者の意見の取

り入れ評価 との関係 をTable3に 示す。概ね,「 当初の計
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Table2

アセスメン トに関する各質問への回答頻度

アセスメン トへの信頼におよぼす効果 信頼できない ややできない ややできる 信頼できる 無回答

p旧8
,捻
雲
聖茸
、蜀
遡轟

覗
嘉
器
餌

彗

尋

(ア)開 発局内での専門組織

(イ)情 報公開と誰で もアクセス

(ウ)監 視組織 と不正時の処罰

(エ)外 部の専門機関

15.3

0.9

3.1

11.2

Q
ゾ

8

り
白

O

Q
ゴ

0
0

4

0
Q

-
⊥

9
白

35.9

36。3

36.8

29.6

13.9

49.8

37.7

31.9

4

4

3.6

3,1

最終決定方法の評価 反対 やや反対 やや賛成 賛成 無回答

(ア)対 立 しても当初計画通 り

(イ)合 意まで直接話 し合い

(ウ)す ぐに中立機関が決定

(エ)直 接対話後中立機関が決定

(オ)北 海道知事が決断

41.3

4.5

26

8.1

54.3

31.8

13.9

35

16.6

21.5

19.7

38.1

25.1

39.9

12,5

5.4

42.6

13

33.2

10.8

1.8

0.9

0.9

2,2

0.9

意見取り入れの時期 そう思わない やや思わない やや思う そ う思 う 無回答

(ア)計 画時も発表後 も入れ る

(イ)計 画時のみ入れ る

(ウ)発 表後のみ入れ る

(エ)計 画時 も発表後 も入れない

6.7

43.5

52

78.9

り
白

7
ー

り
0

7

9
自

り
O

Q
り

り
0

り
自

33,2

15.3

16.2

9

51.1

6,7

6,3

1.3

1.8

1.8

2.2

1.8

数値は百分率

Table3

最終決定方法 と意見取 り入れ時期それぞれの評価間の相関関係

意見取り入れの時期

最終決定方法の評価 計画時も発表後も 計画時のみ 発表後のみ
計画時も発表後も
ない

対立 しても当初計画通り

合意まで直接話 し合い

すぐに中立機関が決定

直接対話後中立機関が決定

.北海道知事が決断

一,149*

.142*

.314**

.268**

.153*

.217**

253**

.160*

.156*

.137*

.385**

.193**

.343**

*♪く.05,*埜 く.01有 意 な値 のみ 記載

画通 り進める」,「す ぐに中立機関が決定」,「知事が決断」

とい った当事者の話 し合いを避 ける方法を評価する人ほ

ど,計 画時も発表後 も当事者 の意見を採 り入れ るべ きで

ない,な い しは,限 定的に しか取 り入れな くてよい,と

い う意見への賛意が高いことが示唆 される。とくに,「 当

初計画通 り」,「知事の決断」 と 「計画時 ・発表後 とも入

れない」 との間には比較的高い相関がみ られた。これ ら

は論理的にも整合的な関係 といえる。 ただ し,当 事者の

話 し合いを避けるような決定方法を選好す るサ ンプルそ

のものが少数であることは先述の とお りである。また,ア

セ スメン トへの信頼についての項 目と最終決定方法の評

価,意 見取 り入れ評価の項 目との間には系統的な相 関関

係は見いだされなかった。

考 察

マネジメン トへの信頼 回答者 に提示 したオプション

をひ とつずっ整理 してみる。 まず,(ア)「 開発局内に専

門性 の高いアセスメン ト部局 をつ くり,社 会問題 とは独

立 させる」,(エ)「 第三者専門機関によるアセスメン ト実

施」とい うのは,イ ェール コミュニケーション研究プロ

グラム以来の信頼 問題 に対す る古典的対応法 といえる。

(ア)の オプションで示 されるのは,開 発局内での組織立
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ち上げであ り,完 全に利害が独立 してい るかどうかに疑

問の余地が残 され るものの,こ れは閣議決定に基づき,法

的な手続きに沿って事業主体(北 海道開発局)が 環境ア

セスメン トを実施 してきた とい う開発局側の見解(札 幌

弁護士会公害対策 ・環境保全委員会,1997)に 沿いなが

ら,あ る程度の実現可能性が想定される方法である。(エ)

はアセスメン トに第三者機関を利用することで利害関係

のなさがいっそ う強調 され るものである。 この方法は放

水路計画に反対す る自然保護団体な どが再三にわたって

要求してきたアセスメン ト手続きであった(小 野,1997)。

一方 ,(イ)「 情報公開と誰で もアクセス」,(ウ)「 監視組

織をつけ不正時 に処罰」では,回 答者に提示 された文章

には専門的能力についてまった く言及 されてお らず,む

しろ,事 業者が不誠実なふ るまいを行った場合に,そ れ

を明らかに し,制 裁 を加 えることにつながる 「針千本マ

シン(山 岸,1998)」 の制度化 といえる。この針千本マシ

ンは不正や虚偽 を検出するモニタ リング機能と,嘘 が検

出された場合に制裁を与えるサンクション機能によ り構

成 されると考えられる。(イ)「 情報公開と誰でもアクセ

ス」と(ウ)「 監視組織 をつけ不正時に処罰」の相違は,

前者が誰でもアクセス可能なモニタリングを提供 しなが

らサンクシ ョンについては明示 していないのに対 して,

後者 は特定組織 による厳格なモニタリングに加えて,サ

ンクションも明示するオプションである,と い う点であ

る。

結果は概ね予想 どお りであり,Table2に 示 したように,

針千本マ シンを設定す る(イ),(ウ)に 対す る評価が,

イェール コミュニケーション研究流の専門的能力を強調

する(ア),(エ)を 上まわっていた。質問文中には 「開発

局 自身が行 うアセスメン トでは,計 画推進に都合のよい

データだけが使 われ,信 頼できないのではないか」とい

う表現がある。これは,本 論文冒頭の 「問題」の中の 「リ

スクマネジメン トへの信頼」の部分で論 じた,信 頼を構

成する要素の うちの 「意図への期待」を問題視す る表現

であり,回 答者がここに反応 して(イ),(ウ)を 高く評価

し,専 門能力をアピールする(ア),(エ)を あま り評価 し

なかったと解釈 できる。 この表現に類する主張は千歳川

放水路計画の反対派か ら再三投げかけられてきたもので

あった。 こういった状況においては,近 傍一般市民に対

して専門能力の高 さをアピール してアセスメン トへの信

頼 を得 ようとしても無理があることを今回の結果は示 し

ている。木村 ・鈴木(2000)は 所沢市のダイオキシン汚

染問題について住民意識調査 を行い,行 政の広報への信

頼性が低く,市 民団体の広報や ビラの半分程度 しか信頼

されていないことを報告 している。環境アセスメン トを

実施する行政が市民団体 より専門的能力において大幅に

劣っているとは考 えにくく,こ の結果は,能 力への期待

ではなく,意 図への期待面か ら行政への信頼が損なわれ

ていることを推察 させる。本調査の結果も基本的には同

じことを示唆 してお り,意 図への期待が損なわれている

状態でいくら技術力の高さを主張 して も的外れ であ り,

信頼回復へ は結びつきにくいといえよ う(渡 部 ・春名 ・

北 田,1994)。 また,Slovic(1993)は リスクマネジメン

トにおいて信頼が非常に重要でありながら,そ の構築は

たいへん難 しいことを論 じる中で,信 頼を向上 させ うる

数少ない手段のひ とつが地域の住民委員会に問題 となる

プラン ト閉鎖の権限を持たせることであるとい う調査結

果を示 している。 これは針千本マシンのモニタ リング と

サンクシ ョンの機能を地域住民に持たせ ることといえ

る。今回の結果で もslovic(1993)と 同様,針 千本マシン

の制度化が広義の信頼(山 岸,1998の 用語では安心)を

向上させ る方法 として期待できることが示唆 された。な

お,部 局内独立である(ア)よ りも,外 部組織によって

第三者性 を確保できる(エ)の ほうが有意に高 く評価 さ

れたが,こ れは利害関係のなさが より高 く保証 され るか

らであろう。一方,事 業者の意図への期待にアプローチ

す る(イ)「 情報公開と誰で もアクセス」と(ウ)「 監視

組織 と不正時の処罰」では,モ ニタ リング機能 しか明示

しない(イ)の ほうが,よ り厳格なモニタ リング機能に

加 えてサンクション機能も期待 され る(ウ)よ りも,肯

定的な評価を得ていた。 この差はモニタ リングにおける

公開性 と代理性の違いによってもた らされた可能性が考

えられる。すなわち,(イ)で モニタできるのは"誰 でも"

であり,そ の意味で回答者 自身 も含まれ る。それに対 し

て,(ウ)で モニタできるのは"反 対派メンバー も入った

監視組織"で あり,回 答者に対 しては直接にオープンに

なっているとはいえない。そ して,反 対派 メンバーが入っ

た組織が代理人 としてモニタする権 限を持つ ことになる

わけだが,こ の場合,そ の代理人に対す る信頼 が問題に

なってくる。つま り,ア セスメン ト主体への信頼が低い

ためにモニタす ることによって安心を得 ようとす るわけ

だが,今 度はモニタをする主体である 「反対派メンバー」

に対す る信頼が問題 となって くるとい う構図である。 も

し,回 答者に とって政策プロセスに不信感を抱 く大きな

要因が,知 らない間に一方に都合のよいアセスメン ト結

果だけが示 され,公 正な調査手続 きによる判断かどうか

わからない,と い う知覚 された密室性にあるとすれば,代

理人 しかモニタの権限がな吟 とい うのでは十分に密室性

が解消されることにはならない。(ウ)に 比べて,た とえ

サンクション機能は明示 されなくとも公開性が高い(イ)
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の方がより評価 されたことは,こ の面から説明がっく。別

の言い方 をすると,近 傍一般市民は,針 千本マシンの う

ちのサ ンクシ ョン機能よ りもモニタ リング機能のオープ

ンさに反応 して安心を得 るのではないか,乏 い う解釈が

可能である。公開性は リスクマネジメン トにおける信頼

を構成す る主要 な要素 として扱われ てお り(例 えば,

Fischhoff,1999;Metley,1999),こ の解釈に無理があると

はいえないだろう。

紛争解決方法の選好Table2に 示 した最終決定方法の

評価 についての結果か ら先ずいえるのは,利 害関係者間

の直接の話 し合いがたいへん重視 されるとい うことであ

る。 この調査結果は別の方法で公共事業問題 を扱った福

野 ・大渕(2001)の 報告 と一致 してお り,一 般性の高 さ

が示唆 され る。理論的にも当事者主義が糾問主義よりも

公正であると評価 され,決 定に対する満足度 も高まると

い うモデル(Thiboutetal.,1974;WalkeretaL,1974)と 整

合的である。 しかも本調査では,回 答者に,推 進派 ・反

対派 ともに譲歩す ることな く15年 間以上にわたって結論

が出なかったことを示 した上での結果であることを考慮

すると,よ り興味深い。そのような膠着状態 を理解 した

上で,そ れでも一般市民にとっては当事者主義が望まれ

るとい うことになる。十分な話 し合いをす る前に中立審

議機関が決定を下 してしま うとか,最 初の計画通 りに計

画を強行す るようなや り方は利害関係者のみならず,一

般市民か らも支持されないことが示唆 された。また,対

立した場合には知事が決断するとい う方法 もたいへん評

価が低かったが,こ の結果は深い利害関係 にある当事者

たちの意見 と少 し異なっていた。 とい うのは,推 進派の

千歳川水系連絡協議会や土地改良区などは問題解決のた

めに北海道知事の積極的関与を求 めているし(千 歳川流

域治水対策検討委員会,1999),同 時に,逆 の立場である

反対派の 「取 り返そ う北海道の川」実行委員会代表の小

野有五氏 も筆者 らと面談 した際に(2000年10月30日)

「北海道のことなのだから北海道(庁)は もっと深 くかか

わるべき」 との意見を述べている。 自分たちの利害に深

くかかわることなのだから,第 三者に口を挟ませず 自分

たちだけで解決す るとい う方向には行かず,む しろ,首

長を巻き込んだかたちで問題解決に向かお うとい う姿勢

が示されてい る。これは,冒 頭に述べたように,一 般市

民の支持を得るべ くパネルディスカッションが繰 り返 し

実施 されたの と同様の傾向といえよ う。彼 らも決 して知

事による独断的決定を望んでいたわけではないが,そ れ

でも,近 傍一般市民よ りは膠着状態での地域の首長の働

きを期待 していた といえる。

では,な ぜ,利 害関係にない近傍一般市民は強 く当事

者主義を望むのだろ うか。傍観者が当事者主義 を選好す

るとい うWalkeretal.(1974)の 報告や当事者主義に対す

る選 好は人 間の基本的 な特徴 とい うThibou&Walker

(1975)の 主張に加えて,今 回の結果はその ような一般的

傾向 として片づけて しま うのではなく,実 験的手続きで

は扱えない,環 境 リスク事例特有の側面からも説明 して

お くべきであろう。それは20年 近 くにわたって現実に当

事者 としてかかわってきた立場 と,そ うではない近傍一

般市民 とい う立場 との相違がもた らす認識や コス ト負担

の違い とい う側面である。まず,当 事者 同士の交渉で紛

争が解決できない と認識 されたとき,当 事者は第三者に

決定を委ねる傾向を示すようになるが(Thibout&Walker,

1975),直 接に紛争にかかわってきた当事者たちは繰 り返

し意見を闘わせてみたが双方の主張がほとんど変化せず

(千歳川放水路に反対する市民の会,1993,1994,1995;千

歳川流域治水対策検討委員会,1999;札 幌弁護士会公害

対策 ・環境保全委員会,1997),直 接交渉によって合意を

得ることは困難 とい う膠着感 を抱 く機会が多かったであ

ろう。 これに対 して,回 答者である近傍一般市民は当該

問題に対す る関与が低 く,事 態の推移に直に接する機会

も少ないために,議 論を尽 くしたが結論は得 られない と

い う実感をもちにくいと思われる。 さらに,実 感 とい う

点でいえば,決 定プロセスに参加 し続けるには時間や労

力などの諸 コス トがかかるが,こ れ らを負 うことのリア

リテ ィついても当事者 と近傍一般市民 とではきわめて大

きな差がある。例えば時間コス トについてい うと,長 い

間解決がつがない とい うことは,流 域の農 業従事者 に

とってはそれだけ長期間にわたって洪水の リスクにさら

され続けることを意味す る。すなわち,環 境 リスク政策

における近傍一般市民の当事者主義選好 とい うのは,リ

スクにさらされ続けることか らくる切迫感や労力の負担

から自由な立場で"他 入事"と して距離を置きなが ら,無

関係 ではない"近 傍"の 問題 として環境 リスク政策をと

らえ,じ っ くりと時間をかけた対話によって双方の納得

い く解決方法 を追求すべき と考 える,楽 天的な当事者主

義選好といえるのではないだろうか。

さて,こ ういった当事者たちの意見を受け容れ るべ き

時期については,Table2の 意見取 り入れの時期の結果に

み られるように,計 画発表の前後 を問わず取 り入れるべ

きとの回答が多 く得 られた。これ は,上 述の最終決定方

法についての評価で当事者主義が強 く望まれたことと整

合的である。政策 を決めるプロセスへの参加はもちろん

の こと,決 まった後でも 「すでに決定済みのこと」 とし

て利害関係の意見に耳を傾けない姿勢は一般市民にも支

持 されない。先の結果 とあわせると,行 政は当事者 同士

、
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の話 し合いの場を設定 し,そ こ/で出され る当事者の意見

は最大限と りいれるべきとい うのが本調査結果にみ られ

る近傍一般市民の意向であった。

個人差および評価項目間の関連 年齢 が若いほ ど,利

害関係者の意見に耳を傾 けなが ら,計 画の立案 ・実施に

は柔軟に当たるべきとの姿勢が示 された。年齢力§上が る

につれてそのような姿勢が希薄にな り,一 度決めた計画

は当初の予定どお り実施すればよいとの意向が弱いなが

ら示唆された。年齢の高い人はそれだけ従来の公共事業

運営方式にな じみがあるためか,あ くまで行政が主体 と

なって立案 ・実施すべきで,一 般市民や関係者の声でい

ちいち揺れ動 く必要はない と考えがちであると解釈 され

る。

問題への関心が高くなるほど,リ スクアセスメン ト主

体への信頼の抱き方に関 して,情 報公開や不誠実な行為

への制裁制度 に敏感 であることが示 された。この結果は

関心の高い市民は責任 の明確化を求めていることを示唆

している。関心の高 さが責任の明確化を求めさせ るのか,

あるいは,行 政に対する不信が監視制度の必要性を認識

させ,現 実の事例への関心を高めているのか,今 回の調

査で因果関係を明らかにす ることは困難である。ただ し,

事業への利害関係が強まると当然関心も高くなると考 え

られる。今回の調査は近傍一般市民を対象 としていたが,

事業に対 して利害関係にあり,関 心も高い人々に向けて

は,一 層,情 報公開や責任の明確 さを整 える必要があり,

それ をしない とリスクマネジメン ト機関に対す る信頼が

得 られないのではないかと推察 される。

最後に,最 終決定方法の選好 と利害関係者の意見の取

り入れについて検討する。関係者の話 し合いを避ける決

定方法を望むことは,ほ ぼ,関 係者の意見を受 け容れな

いことと同義である。 したがって,あ くまで当初の計画

通 りに進めるべ きとい う意見や中立機関,な い しは知事

が決断 して しま うべき とい う意見 と,事 業計画時 も発表

後も利害関係者の意向を取 り入れる必要はない とい う意

見 との相関が高かったのは当然 とい えよう。 ところが逆

に,合 意まで関係者が直接話 し合 うべきとい う項 目と,計

画時も発表後の関係者の意見を入れ るべきとい う項 目と

の相関が高いかとい うと決 してそ うではなく,中 立機 関

が決定するにしても直接の話 し合いを行ってから,と い

う項目と,計 画時も発表後 も関係者の意見を入れ るべき

とい う項 目との相 関は有意です らなかった。これ ら話 し

合い中心の最終決定方法はそれぞれでは高く支持 されて

お り,ま た,い つでも関係者 の意見をとり入れ るべきと

いう項 目に対 しても高い賛意が示 されていたにもかかわ

らず,両 者の共分散は大きくなかった とい うことになる。

多 くの自治体 でパブ リックコメン ト制度が整備 されつっ

ある中,市 民の意見をどのタイ ミシグで取 り入れ,意 思

決定にどのように反映させ るかは実務的によ り重要な問

題 となってくると思われる。この問題 は今後 さらに検討

を重ねる必要があろう。

まとめ 本調査で得 られた結果から環境 リスクマネジ

メン トへのインプ リケーションを示す と以下のようにな

る。(1)近 傍一般市民の リスクアセスメン トへの広義の

信頼を改善するためには,針 千本マシンを制度化 し,安

心関係 を取 り結ぶこと,と りわけ事業者の不誠実な行為

へのオープンなモニタ リング機能を整備するこ とが有効

である。行政 はしば しば大学な どに所属する研究者 をメ

ンバー とす る審議委員会を組織 し,専 門性 と第三者性を

強調 して政策を進めようとすることが多い。そ して,そ

のよ うな方法により世論が操作 されて しまってい るとい

う先鋭的な主張もある(Stauber&Rampton,2001)。 しか

し,意 図への期待が損 なわれているときに,い くら専丙

的能力 の高 さをア ピール して も効果はない と考え られ

る。(2)近 傍一般市民が好意的に受け取 る紛争解決方法

はかな り強い当事者主義であり,決 定プロセスのどの局

面においても利害関係者の意見を入れ ることを望む。近

傍一般市民は時間 コス トの見積 もりが小さく,速 やかに

計画を実現す ることは重視 しない可能性がある。ただ し,

これ らの結果から筆者 らがどんな ときでも近傍一般市民

の意向の沿 うように政策決定を進めるべきと進言 してい

るわけではない。近傍一般市民の支持が必要な らそのよ

うな方法が有効であることまでは本調査結果か ら示唆 さ

れるが,対 処すべき リスク問題の性質によっては,逆 に,

一般市民の傾向をリスクマネジメン ト上抑えるべき(あ

るいは無視すべ き)問 題 としてと らえるこ とが必要な

ケース もあるだろう。たとえば,多 くの人命がかかるよ

うな緊急の判断が必要な問題などでは,当 事者性 の低い

近傍一般住民の意向に添 うことが必ず しも合理的な決定

を導けるとは考えにくい。
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付録1質 問紙に提示した千歳川放水路計画の経緯

千歳川放水路計画 とは?

(1)計 画の発端

千歳川放水路計画は,1975年(昭 和50年),81年(昭 和

56年)の 千歳川流域の大洪水 をきっかけに1982年(昭 和57

年)に 決定された,大 規模な河川事業です。事業を計画 ・推

進する主体は北海道開発局で した。

右の図に示すよ うに,千 歳川の水はふだん石狩川 に合流

し,日 本海側に抜けています。ところが,千 歳川流域は低平

地が広がってい るので洪水 になりやすいのです。

そこで,洪 水時には石狩川 との合流地点を閉 じ,放 水路の

水門(A地 点)を 開くことで流れを逆流 させ,大 量の水を太

平洋側に抜けさせ ようとするのがこの計画です。

∠卜

!洪水時

放水路
ウ トナ欄 ○(約4・ ㎞)

(2)反 対運動 と計画の遅れ

ところが,計 画が公表 され ると反対運動が起こり,工 事の

着工は事実上困難にな りました。反対 したのは,洪 水時に濁

流が放出され,漁 業への打撃が心配される太平洋沿岸(苫 小牧)の 漁業関係者,お よび,ウ トナイ湖 とその水源の美々

川の 自然環境破壊を懸念する自然保護団体などです。一方,千 歳川流域の農業関係者は計画に賛成 しま した。

(3)委 員会による意見の交換

その後,紆 余曲折があったのですが,15年 間にわたって決着力Sつかず,事 態を打開するため,1997年(平 成9年)北

海道知事が 「治水対策検討委員会」とい う組織を設けま した。委員はすべて大学の学識経験者で した。

この委員会では,放 水路計画はいったん白紙に戻され,洪 水対策のあ り方が協議 されま した。 さらに拡大会議が催 さ

れ,農 業関係者や 自然保護団体などの意見交換が行われました。

(4)結 果;白 紙撤回

その結果を踏まえ,1999年(平 成11年),治 水対策検討委員会は知事 に対 して,千 歳川放水路計画は止めるべき,と

の提言を提出しま した。それを,道,国 とも尊重 し,当 初の千歳川放水路計画は事実上,撤 回されました。
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Trust and Consensus Bui1ding in the Context of Environmenta1 Risk Management: A 
Questionnaire-Based Research in Sapporo on the Chitose Drainage Canal Plan 

KAZ山 ANAKAYACHI (Tezukayama Uni附 .;ty)

SUSUMU 0即 UMA(f叩 Toko加 Universiゅ)

This paper examines how citizens prefer to achieve consensus in the context of an environmental risk po1icy. A 
questionnaire-based study was conducted on the dispute over the Chitose drainage canal plan. Respondents 

consisted 01 three hundred and tw田町 louradult residents回ndomlysampled in Sapporo City which is cJose to出e

preset町田01the plan. The results 01 the research suggested that (1) an instituti叩出at団nconsistently monitor 

出eactions of也egoveロm田 twill improve the trust in environmenta1 as日ssments四 dωcitizensprefer aD 

adversarial procedure Qver one that is inql凶sitionalwhen mak.ing the fina1 decision and也eyhighly四te出e

a日eptan閏 01suggestions by stakeholders throughout the d印刷npr皿ε田恒eimpli田tions01 the results lor the 

p回出ceof risk management as well as theoretica1 study are d.iscussed 

Key Words: environmental risk， consensus-making，甘ust，risk management， public回 de此akings
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